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補 正 予 算 主 要 事 業 の 概 要 

【新型コロナウイルス感染症対策に係る補正状況】 ※コロナ禍における原油価格・物価高騰対策を含む 

項 目 名 補正予算額 
令和４年度  
現計予算額  
（６月補正後） 

令和３年度までの 
累 計 予 算 額  

補 正 後 
累計予算額 

備  考 

○ 感染拡大防止対策と医療提供体制の整備 12,698,879 13,040,204 79,269,169 105,008,252  

○ 雇用の維持・事業の継続  2,214,295 15,237,361 17,451,656  

○ 県民の生活支援 2,521 3,053,925 7,808,232 10,864,678  

○ 学校の再開・学びの保障 131,483 59,280 369,893 560,656  

○ 地域経済の回復・活性化 546,305 7,777,165 11,342,532 19,666,002  

○ 感染症に強い社会・経済構造の構築  127,364 2,277,628 2,404,992  

合  計 13,379,188 26,272,233 116,304,815 155,956,236  

 

（一般会計） 

【新型コロナウイルス感染症対策、コロナ禍における原油価格・物価高騰対策】 ★印は、新規事業               （単位：千円） 

項 目 ・ 事 業 名  補正予算額 説              明 

Ⅰ 感染拡大防止対策と医療提供体制の整備 12,698,879  

１ 相談体制の強化 35,693  

1 新型コロナウイルスコールセンター運営事

業 

35,693 新型コロナウイルス感染症に関する県民からの受診相談、一般相談に対応するコー

ルセンターの運営を行うもの。 
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２ 検査体制の強化 462,915  

1  検査体制強化事業 58,012 感染症発生ピークやクラスター複数発生時に備え、環境保健研究センター及び保健

所の双方で検査分析等を迅速に行える体制を強化するもの。 

・衛生資材等の購入 

・感染急拡大時のＰＣＲ検査外部委託経費を措置 

・環境保健研究センターのＰＣＲ装置等の更新 等 

 

2  新型コロナウイルス対応能力強化事業 68,968 新型コロナウイルス感染拡大時に、保健師・看護師を登録する人材バンク（ＩＨＥ

ＡＴ）から専門職を保健所に集中的に派遣するもの。 

 

 

3  新型コロナウイルス感染者健康観察等対応

強化事業 

99,935 保健所における新型コロナウイルス感染症対応を強化するため、療養者への健康観

察、システム入力の事務作業を行う人員の確保等を行うもの。 

 

 

4  ＰＣＲ検査費等助成事業 236,000 保険適用となるＰＣＲ検査、抗原検査の自己負担分を公費負担するもの。 

 

 

３ 医療提供体制の整備・強化 11,808,812  

1 ★陽性者登録センター設置・運営事業 130,000 抗原検査キットを用いた自主検査等を行い陽性であった無症状者等について、医療

機関を受診することなく新型コロナウイルス感染症患者として把握することで、診

療・検査医療機関への検査・受診の集中を緩和するもの。 

 



- 10 - 

 

項 目 ・ 事 業 名 補正予算額 説              明 

2  患者搬送体制等確保事業 35,604 新型コロナウイルス感染症患者等の搬送体制を確保するもの。 

・県タクシー協同組合との協定に基づく検体・患者等の搬送委託 

 

 

3  入院医療機関病床確保事業 8,731,886 新型コロナウイルス感染症患者が入院する病床の確保に必要な経費に対し補助する

もの。 

・空床補償、休床補償 

 

 

4  軽症者等受入体制整備事業 2,333,311 新型コロナウイルス感染症の軽症者等が、医療機関外で療養するための受入施設を

確保するもの。 

・施設借上げ料 

・生活支援委託料 

・医師、看護師人件費 等 

 

 

5  自宅療養支援事業 133,808 自宅療養者の健康管理体制等を確保するもの。 

・酸素濃縮装置の確保 

・自宅療養者への生活支援物資配付 等 
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6 ★高齢者等重症化防止支援体制構築事業 43,982 重症化リスクが高い高齢者等について、施設等で療養中の初期治療に地域の医療機

関等が早期に対応できる体制を構築するとともに、クラスター発生時に必要に応じて

専門的な知識を有する医療機関による支援を行うもの。 

・中和抗体薬（ゼビュディ等）投与に係る連携協力体制の構築支援 

・クラスター対策チームの編成・派遣支援 

 

7  感染症対応能力強化事業 1,804 県内医療機関や施設等におけるクラスター発生時に、感染症対策専門家チームを編

成して相談支援を行うもの。 

 

 

8  医療従事者活動支援事業 12,146 新型コロナウイルス感染症患者の治療や看護等に従事する医療従事者の活動を支援

するもの。 

・宿泊費補助 １泊あたり５，０００円 

 

9  入院医療費等助成事業 386,271 感染症法に基づき、新型コロナウイルス感染症で入院等した場合の自己負担分を公

費負担するもの。 

 

 

４ 福祉サービス提供体制の確保 371,459  

1 高齢者施設等感染対策検査等実施事業 175,769 高齢者施設、障害者支援施設、保育所等における感染拡大を防止するため、頻回検

査等に使用する抗原検査キットを配布などするもの。 
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項 目 ・ 事 業 名 補正予算額 説              明 

2 介護サービス事業所等感染症対策強化事業 195,690 感染症対策を講じてサービス提供を行う介護サービス事業所等に、感染防止のため

のかかり増し経費を支援するもの。 

 

 

５ 情報発信の強化 20,000  

1 情報発信強化事業 20,000 新型コロナウイルス感染症に関する情報を正確、迅速に発信するもの。 

・テレビＣＭ、街宣啓発活動、ＳＮＳ広報、新聞広告 

 

 

Ⅱ 県民の生活支援 2,521  

１ その他 2,521  

1 ★県立特別支援学校・中学校給食費緊急支援事 

 業 

2,521 物価高騰等により学校給食用の食材価格も高騰していることから、栄養価や質を落

とすことなく学校給食の安定的な提供を行うため、保護者の負担増となる部分につい

て給食提供事業者を通じ緊急的に支援するもの。 

○特別支援学校 

 ・幼稚部、小学部  １５円／食 

 ・中学部、高等部  ２０円／食 

○県立中学校     ２０円／食 
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Ⅲ 学校の再開・学びの保障 131,483  

１ 安心できる教育環境の緊急整備 131,483  

1 学校感染対策検査実施事業 131,483 学校での新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防ぐため、感染者の発生時などに、

児童生徒、教職員に対し、抗原（定性）検査又はＰＣＲ検査を実施するもの。 

 

 

Ⅳ 地域経済の回復・活性化 546,305  

１ 農畜水産業の支援 115,585  

1 ★肥料価格高騰緊急支援事業 115,585 肥料価格の高騰により、経営が厳しい状況にある農業者に対して、国において新た

に創設された支援金に上乗せして肥料購入経費の一部を助成することで、農業生産の

維持を図るもの。 

・前年からの肥料費の増加額に対し１５％（国７０％） 

 

２ 運送業の支援 430,720  

1 ★原油価格・物価高騰に伴う貨物自動車運送業

支援事業 

430,720 コロナ禍における燃油価格高騰により、物流の基幹的役割を担う貨物自動車運送事

業者が厳しい経営状況に置かれていることを踏まえ、貨物輸送の安全で安定した運行

の維持を図るため支援するもの。 

・普通貨物自動車：３万円／台 

・小型貨物自動車：２万円／台 

・軽貨物自動車：１万円／台 
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【その他の補正】   ★印は、新規事業                                           （単位：千円） 

項 目 ・ 事 業 名 補正予算額 説              明 

Ⅰ その他の補正 7,064,309  

1 ★住宅用火災警報器設置促進事業 1,556 本県の住宅用火災警報器の設置状況が低調であることを踏まえ、市町等と連携し、

地域の古い住宅等を中心に制度周知と啓発を行い、火災警報器の設置促進による住宅

火災の予防を推進するもの。 

 

 

2 ★子育て家庭支援体制緊急整備推進事業 484,781 国が新たに創設した、子育て家庭支援の基盤を緊急に整備していくための支援制度

を活用するため、国から交付される交付金を子育て支援対策臨時特例基金に積み立て

るとともに、今年度市町が実施する支援事業への補助を行うもの。 

 ○基金積立    ４６９百万円 

 ○支援事業     １６百万円 

・子育て世帯への訪問支援事業    国１／２、県１／４、市町１／４ 

  ・子どもの居場所の提供に係る事業  国１／２、県１／４、市町１／４ 

 

 

3  地域医療介護総合確保基金積立金 195,690 新型コロナウイルス感染症対策として実施する、介護サービス事業所等感染症対策

強化事業の所要財源を、地域医療介護総合確保基金に積み立てるもの。 

 ・国２／３、県１／３ 

 

 



 

- 15 - 

 

4 ★東讃地域の統合高校整備推進事業 75,215 令和２年３月に策定した「魅力あふれる県立高校推進ビジョン」に基づき、東讃地

域の統合高校整備のため、用地測量、物件調査などの各種調査や基本計画の策定など

を行うもの。 

 

 

 

5 財政調整基金積立金 3,352,000 令和３年度決算剰余金６，７０３，９６８千円の２分の１相当額を地方財政法に基

づき、積み立てるもの。 

 

 

 

6 県債管理基金積立金 2,955,067 令和３年度決算剰余金のうち、財政調整基金への積立てを行う残額から、今回の補

正予算で必要となる財源を差し引いた額について、今後の県債の償還に備えて積み立

てるもの。 
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（特別会計） 

                                                               （単位：千円） 

会 計 名 補正予算額 説             明 

1 母子父子寡婦福祉資金特別会計 15,695 ・繰越金の確定に伴う補正 

・母子父子寡婦福祉資金貸付金                      15,695 

                               （現計   179,899） 

 

 

 

2 中小企業高度化資金特別会計 4,555 ・繰越金の確定に伴う補正 

・償還金                                2,095 

・一般会計繰出金                             2,460 

                               （現計    134,054） 

 

3 臨海工業地帯造成事業特別会計  ・繰越金の確定に伴う補正 

・港湾施設管理費                                       財源補正 

                               （現計  1,580,130） 
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4 集中管理特別会計  ・繰越金の確定に伴う補正 

・文書作成費                            財源補正 

                               （現計 94,718,031） 

 

 

 

5 証紙特別会計 211,193 ・繰越金の確定に伴う補正 

・一般会計繰出金                           211,193 

                               （現計  2,989,001） 
 
 
 
 
 
 

6 林業・木材産業改善資金特別会計 21,337 ・繰越金の確定に伴う補正 

・林業・木材産業改善資金貸付金                    21,338 

・運営事務費                               △1 

                               （現計   30,528） 
 
 
 
 

7 沿岸漁業改善資金特別会計 98,094 ・繰越金の確定に伴う補正 

・沿岸漁業改善資金貸付金                        98,099 

・運営事務費                               △5 

                               （現計   40,520） 
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会 計 名 補正予算額 説             明 

8 駐車場事業特別会計 3,852 ・繰越金の確定に伴う補正 

・一般会計繰出金                             3,852 

                               （現計   376,917） 

 

9 奨学金特別会計 10,798 ・繰越金の確定に伴う補正 

・一般会計繰出金                            10,798 

                               （現計   448,714） 

 

 

 

10 国民健康保険事業特別会計 3,064,362 ・繰越金の確定に伴う補正 

・償還金及び還付加算金                       1,096,763 

・財政安定化基金積立金                       1,967,599 

・保険給付費等交付金                        財源補正 

                               （現計  95,229,320） 

 


